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ふるさと納税の改正とその影響
Expansion of the Hometown Tax Payment System
	 	 	 	 稲　田　圭　祐
	 	 	 	 Keisuke	Inada
【Abstract】
This paper examines the effects of the so-called Hometown Tax Payment System. This system is a means 
for people to make donations to municipalities and prefectures of their choice. Recent reform for FY2015 
made the system more user-friendly, and the total amount of donations increased four times last year. 
Although smaller communities benefit from the system, it is taking tax revenues from major metropolises 
like Tokyo. I studied how could it be benefits, or disadvantages for local public bodies.
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1.　は じ め に
　ふるさと納税は，2007 年の第 1 次安倍内閣時
に制度設計され，2008 年度課税から正式に導入
されている。ふるさと納税とは，地方自治体への
寄附を一定限度まで所得税や住民税から控除（減
税措置）できる制度であり，2015 年度には個人
住民税の控除限度額が引き上げられ，加えて，寄
附行為後に確定申告せずに減税措置を受けられる
「ワンストップ特例制度」の創設等の改正がなさ
れた。
　ふるさと納税に関する先行研究では，制度概要
を解説し現状と課題について検討している三角
（2015），小西（2015），山本・高野（2016）など
があり，橋本・鈴木（2015）や星野（2016）では
実証的な分析を通じて寄附金の傾向や財政への影
響を考察している。ただし，いずれの研究におい
ても，2015 年度制度改正前のデータを用いており，
改正後の寄附金等の増減については検証されてい
ない。
　そこで本稿では，ふるさと納税の制度概要や
2015 年度の改正内容を解説した上で，改正が反
映されたデータを用いることにより，寄附金額や
控除額の変動を考察し，ふるさと納税の現状と改
正による自治体財政への影響について検討する。
2.　ふるさと納税の概要
2.1.　導入の背景と制度内容
　ふるさと納税は，2008 年度の税制改正大綱に
盛り込まれ，地方税法等の一部を改正するかたち
で導入された 1）。ふるさと納税制度は地方創生の
ための一手段として位置付けられており，ふるさ
と納税研究会（2007）によれば，その意義として，
第一に納税者が寄附先を選択できる制度であるた
め納税者の税の意識を高める機会となること，第
二に生まれ故郷やお世話になった地域，また応援
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したい地域の環境を育む支援となること，第三に
自治体が国民に取組をアピールすることで自治体
間競争が進み地域のあり方を改めて考えるきっか
けとなることが示されている 2）。
　ふるさと納税の仕組みとしては，既存の寄附金
税制を応用する方式が採られている。具体的には，
納税者は任意の地方自治体に寄附を行い，寄附行
為の証明書である受領証等を添付し確定申告を行
えば，寄附金額のうち 2,000 円を超える部分の一
定限度が，納税を行った年の所得税の所得控除額
及び翌年度の個人住民税の税額控除額に加算され
ることになる。なお，二つ目の意義から分かるよ
うに，「ふるさと」の概念は各納税者に委ねられ
ているため，納税者が寄附できる自治体に制限は
ない。また寄附金の控除対象額の上限は，所得税
では総所得金額の 40％，個人住民税（基本分）
では総所得金額の 30％とされている。控除額の
計算については，以下に示す①〜③の合計金額と
なる。
　①　所得税の所得控除額＝（寄附金額－ 2,000
円）×所得税率
　②　個人住民税の税額控除額（基本分）＝（寄
附金額－ 2,000 円）× 10％
　③　個人住民税の税額控除額（特例分）＝（寄
附金額－ 2,000 円）×（90％－所得税率）
（ただし，所得税率は 2014 年度から 2038 年度
については，復興特別所得税を加算した率）
2.2.　2015 年度の改正内容
　2015 年度の与党税制改正大綱において，「ふる
さと納税を促進し，地方創生を推進するため，個
人住民税の特例控除額の上限の引き上げを行うと
ともに，確定申告が不要な給与所得者等がふるさ
と納税を簡素な手続きで行える「ふるさと納税ワ
ンストップ特例制度」を創設する」と提案され
た 3）。この与党税制改正大綱を受けて，2015 年
度税制改正において拡充された内容は以下の 2 点
である。
　①　ふるさと納税に係る特例控除額の上限を，
個人住民税所得割の 20％（現行：10％）に
拡充
　②　確定申告が不要な給与所得者等については，
ふるさと納税先団体が少ない場合に限り，ふ
るさと納税先団体へ寄付する際に申請するこ
とで，確定申告をすることなく寄附金控除が
ワンストップで受けられる特例的な仕組み
「ワンストップ特例制度」を創設
　なお，「ワンストップ特例制度」は，マイナン
バー，マイ・ポータルを活用した簡素化までの特
例的な仕組みとされており，5 つを超える自治体
への納税を行う場合や，確定申告を行う場合には，
「ワンストップ特例制度」を利用することはでき
ないとされている。
3.　ふるさと納税の現状
　総務省の「ふるさと納税に関する現況調査結
果」による全国データ（1,788 自治体（都道府県
47，市区町村 1,741））を用いて，ふるさと納税の
現状をみてみる。
　ふるさと納税の寄附金額（受入額）は，導入当
初の 80 億円程度から 2010 年度には 100 億円を超
え，2014 年度に 388 億円，2015 年度は 2014 年度
の 4 倍以上の 1,652 億円に増加した。2015 年度の
受入件数は2014年度の約3.7倍の 726万件となっ
ている。2014 年度からの急激な増加は，2015 年
度の制度改正による影響が大きいとみられる 4）。
　寄附金額を都道府県別にみると上位の自治体は，
北海道（150.3 億円），山形県（139.0 億円），長野
県（104.5 億円），宮崎県（103.2 億円），佐賀県
（96.6 億円），静岡県（94.3 億円）となっている。
これら 6 つの自治体の寄附金額の合計は全体の
40％を占めている。
　また，寄附金額の上位の自治体を市区町村別に
みると，宮崎県都城市（42.1 億円），静岡県焼津
市（38.2 億円），山形県天童市（32.2 億円），鹿児
島県大崎町（27.2 億円），岡山県備前市（27.1 億
円）となっている。これらの自治体を含め，1,741
自治体の約 1％に相当する上位 20 自治体の寄附
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金額の合計と市区町村全体の合計を比較すると，
上位 20 自治体の寄附金額は全体の 27％を占めて
いる。2014 年度における上位 20 自治体の寄附金
合計の全体に対する割合は 31％であることから，
上位の自治体に寄附金が集中する状況が続いてい
るものの，2014 年度よりは自治体間に寄附金が
広がってきていることが分かる。
　一方，控除額として市町村民税の税額控除（市
区町村 1,741 の合計）をみると，2014 年度分の
110.6 億円に対し，2015 年度分は 599.5 億円に増
加した 5）。控除額合計 599.5 億円のうち，東京都
は 156.9 億円であり，全体の 26.2％を占めている。
　また東京都に次いで控除額が多かった都道府県
は，神奈川県（61.8 億円），大阪府（51.5 億円），
愛知県（44.9 億円）と人口規模に応じて控除額も
大きくなっていることが分かる。
4.　2015年度改正による影響
　図表 1 は都道府県別に 2014 年度から 2015 年度
の寄附金額の変動について表したものである。寄
附金の増加が大きかった都道府県は，山形県
（110.3 億円），北海道（106.9 億円），長野県（83.6
億円），静岡県（81.8 億円），宮崎県（80.2 億円），
佐賀県（78.5 億円），鹿児島県（68.5 億円）と
なった。従来から寄附金が多かった都道府県が
2015 年度の増加も大きい傾向にあるが，2014 年
度に寄附金額の上位自治体であった東京都，神奈
川県，鳥取県などは 2015 年度の増加が少なく，
東京都の増加額 1.1 億円は全国最下位となってい
る。
　寄附金額の変動を市区町村別にみると，増加が
20 億円を超えた自治体は，宮崎県都城市（37.3
億円），静岡県焼津市（35.4 億円），鹿児島県大崎
町（27.0 億円），岡山県備前市（26.8 億円），長崎
県佐世保市（26.4 億円），長野県伊那市（25.6 億
円），山形県天童市（24.4 億円），佐賀県上峰町
（21.3 億円）であった。
　また，これら上位自治体の寄附金増加額の歳入
総額（2014 年度）に対する割合をみると，宮崎
県都城市が 4.6％，静岡県焼津市が 7.5％，鹿児島
図表１　都道府県別の寄附金額の変動
（出所）総務省（2016a）より作成。
（単位：百万円）
都道府県名 2014 年度 2015 年度 増加額
山形県 2,872 13,908 11,036
北海道 4,338 15,036 10,698
長野県 2,090 10,456 8,366
静岡県 1,241 9,430 8,189
宮崎県 2,304 10,328 8,024
佐賀県 1,812 9,662 7,850
鹿児島県 593 7,451 6,858
長崎県 1,769 8,245 6,476
福岡県 578 5,473 4,894
岡山県 425 4,549 4,124
高知県 727 4,616 3,889
茨城県 520 4,088 3,568
兵庫県 1,551 4,462 2,911
千葉県 394 3,167 2,772
大阪府 1,097 3,642 2,544
福島県 730 2,935 2,205
群馬県 730 2,935 2,205
島根県 1,300 3,209 1,909
大分県 211 2,029 1,818
新潟県 495 2,304 1,809
岩手県 579 2,381 1,801
愛知県 488 2,162 1,675
三重県 654 2,272 1,619
愛媛県 677 2,276 1,599
岐阜県 553 1,954 1,401
和歌山県 430 1,753 1,323
鳥取県 2,159 3,438 1,279
滋賀県 393 1,638 1,245
山梨県 363 1,602 1,239
宮城県 774 1,907 1,133
埼玉県 343 1,458 1,115
秋田県 328 1,408 1,079
京都府 263 1,285 1,022
熊本県 251 1,179 928
神奈川県 1,068 1,961 892
栃木県 431 1,205 773
沖縄県 218 986 768
山口県 400 1,139 739
広島県 569 1,270 701
石川県 234 928 693
香川県 107 733 626
奈良県 170 785 615
青森県 293 811 518
福井県 109 553 444
富山県 123 297 174
徳島県 119 256 137
東京都 1,128 1,243 115
ふるさと納税の改正とその影響 47
県大崎町が 37.2％，岡山県備前市が 12.8％，長崎
県佐世保市が 2.2％，長野県伊那市が 7.8％，山形
県天童市が 9.3％，佐賀県上峰町が 53.3％となっ
た。鹿児島県大崎町や佐賀県上峰町においては，
寄附金の増加により前年度歳入総額の 30 〜 50％
程の収入増となることから，ふるさと納税による
寄附金収入が，財政運営に影響を与える程に増加
した自治体が現れてきていることが示唆できる。
　そこで，1,741 市区町村のそれぞれの寄附金増
減額と地方税収（2014 年度）に対する割合を調
べた。その結果，増加額が前年度地方税収の
10％を超える自治体は 131 あり，そのうち 9 つ
の自治体においては寄附金増加額が地方税収を上
回った。星野（2016）によれば，2014 年度にお
ける同様の分析の結果，増加額が地方税収の
10％を超える自治体は 31 とされている 6）。この
ことから，2015 年度の制度改正により，大都市
からの税の移転というふるさと納税の性格が以前
よりも強く現れてきていることが指摘できる。な
お，橋本・鈴木（2015）によれば，寄附金額と財
政力との間に関係はないことが示されているが，
この点について，本稿においても同様の分析を
行った結果，2015 年度寄附金額（特別区を除く
全市町村）と財政力指数（2012 年度〜 14 年度の
平均）との相関係数は 0.001 となり，改正後も相
関関係はほとんどみられなかった。
　次に，市区町村別の控除額についてみてみると，
2015 年度分（2016 年度課税）の控除額（市町村
民税の税額控除分）が 10 億円を超える自治体は，
神奈川県横浜市（31.5 億円）愛知県名古屋市
（19.1 億円），大阪府大阪市（16.8 億円），東京都
世田谷区（16.4 億円），東京都港区（15.4 億円），
神奈川県川崎市（12.8億円），兵庫県神戸市（10.7
億円），京都府京都市（10.0 億円）となってい
る 7）。これらの自治体の控除額の合計は全体の
22.2％であった。大都市部として東京都特別区と
政令市を合計した金額について，全体に対する割
合を調べると 49.5％となり，寄附者の多くが大都
市部の住民であることが分かった。
　ふるさと納税の導入当初より，控除額の増加に
ともなう税収ロスが懸念されてきたが，先行研究
では財政への影響は極めて小さいことが示されて
いた 8）。しかしながら，控除額全体として 2014
年度分より 4 倍程度増加し，増加額が 10 億を超
える自治体が出てきていることから，改めて分析
する必要がある。
　そこで，税収ロスの影響をみるために，控除額
の市町村民税に占める割合を調べたところ，控除
額が市町村民税の 2％を超えた自治体は，北海道
北竜町（9.2％），東京都千代田区（2.4％），東京
都中央区（2.4％），東京都港区（2.3％）となって
おり，これら自治体を含め 1％を超えたのは 62
の自治体であった。東京都特別区に関しては，板
橋区（0.9％），足立区（0.8％），葛飾区（0.8％）
を除くその他の区の全てで 1％を超える結果と
なった。2014 年度（2015 年度課税分）において，
控除額の個人住民税に占める割合が 1％を超えた
のがわずか 4 自治体であり，東京都特別区の中で
控除額の個人住民税に占める割合が最も高い区で
も 0.3％であったことを踏まえると 9），2015 年度
の制度改正によって，大都市部，特に東京都特別
区における税収ロスが拡大していることが分かる。
もっとも，地方交付税の交付団体は，地方税の減
収分に対する交付税の交付があるため，実質的な
税収ロスは，寄附金額と交付金を考慮した控除額
との収支になる。そこで，橋本・鈴木（2015）や
星野（2016）にならい，寄附金額と控除額（交付
団体は控除額× 0.25）の収支を計算した。その結
果，289 の自治体で収支がマイナス（寄附金額＜
控除額）になった。東京都特別区においては，控
除額合計 129 億円に対して，実質的な税収ロスは
37.7 億円となった 10）。
　税収ロスの影響について，上述したように控除
額の市町村民税に対する割合が 2％を超えた自治
体が 4 つであること，実質的な税収ロスで収支が
マイナスになっているとはいえマイナス額が控除
額よりも小さくなることを考えれば，税収ロスの
影響は，未だ限定的であるといえる。
　また，「ワンストップ特例制度」適用分につい
ては，控除額合計 559.5 億円の約 22％にあたる
137 億円が「ワンストップ特例制度」の適用によ
るものであった。市区町村別にみると，「ワンス
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トップ特例制度」適用による控除額が控除額全体
の 50％を超えた自治体は 91 あり，そのうち 21
の自治体では 90％以上が「ワンストップ特例制
度」適用によるものであることが分かった。人数
でみると，市町村民税の税額控除が行われた 129
万 5,312 人うちの 32％にあたる 41 万 9,542 人が
「ワンストップ特例制度」利用者となっている 11）。
5.　個別自治体の例
　今回の改正よる個別自治体への影響について，
以下では具体例として，寄附金額の変動が大き
かった宮崎県都城市，静岡県焼津市を取り上げて
考察する。
　宮崎県都城市のふるさと納税は，牛肉や焼酎な
どの食料品を中心に 297 種類（2015 年度現在）
と返礼品の豊富さに特徴がある。募集に際して寄
附者は①子育て支援，②協働のまちづくりや中心
市街地活性化，③環境・森林の保全，④スポー
ツ・文化振興事業，⑤高齢者支援，⑥災害支援，
口蹄疫対策，⑦人口減少対策，⑧市長におまかせ，
といった使い道を指定でき，受け入れた寄附金は
「都城市ふるさと応援基金」に積み立てられる仕
組みとなっている。
　総務省実施のアンケート 12）によれば，寄附金
を財源とした事業のうち特に力を入れて実施した
事業として，2015 年度は「放課後児童クラブ」
を 5 箇所増設しており，2016 年度はさらに 5 箇
所の開設を予定している。また，ふるさと納税の
受入件数及び寄附金額の増加の理由は「返礼品の
充実」，「ふるさと納税の普及，定着」，「平成 27
年度における制度拡充」という回答であった。
2015 年度のふるさと納税の募集や返礼品調達等
に係る費用については，合計で 28 億 6,893 万円
となっている。
　2014 年度から 2015 年の変動について，寄附金
額をみると 2014 年度の 4 億 9,982 万円に対して，
2015 年度は 42 億 3,123 万円と前年の約 10 倍に増
額している。受入件数では 2014 年度の 28,653 件
に対して，2015 年度は 28 万 8,338 件（うち「ワ
ンストップ特例制度」の申請件数は7万3,652件）
であり，これも前年の約 10 倍となっている。
　次に，静岡県焼津市についてみると，水産品な
どの食料品を中心に 585 種類（2015 年度現在）
と全国トップの返礼品の品数に特徴がある。募集
に際して寄附者は①焼津市の事業全般，②子育て
支援事業，子どもの学習環境整備等，③観光，交
流事業，④健康増進支援，先端医療機器整備等，
といった使い道を指定できる。
　先と同様の総務省実施のアンケートによれば，
寄附金を財源とした事業について，2015 年度の
記載はないが，2016 年度に「小・中学校教育環
境整備事業（老朽化した小中学校のロッカーの改
修，教室のリフォーム等学習環境の整備）」の実
施が予定されている。また，ふるさと納税の受入
件数及び寄附金額の増加の理由は「返礼品の充
実」，「収納環境の整備」，「ふるさと納税の普及，
定着」，「平成 27 年度における制度拡充」という
回答であった。2015 年度のふるさと納税の募集
や返礼品調達に係る経費については，合計で 21
億 3,183 万円となっている。
　変動については，寄附金額でみると，2014 年
度の 2 億 8,458 万円に対して，2015 年度は 38 億
2,558 万円と前年の 10 倍以上に増額している。受
入件数では，2014 年度の 8,027 件に対して，2015
年度は 13 万 8,903 件（うち「ワンストップ特例
制度」申請件数は 2 万 9,860 件）であり，前年の
約 17 倍となっている。
　2015 年度の寄附金額や受入件数の増加に関し，
改正の影響のみを定量的に明確に示せるものでは
ないが，返礼品の充実に特徴がある自治体が
2015 年度の寄附金額上位自治体であることは，
返礼品の品揃えに比例して改正の影響（恩恵）も
大きくなっていることを窺わせる。
6.　お わ り に
　ふるさと納税に関しては，税収格差是正効果や
ふるさとへの思いを形にできるという点などから
評価する意見がある一方で，受益と負担の乖離や
自治体間での返礼品競争という点などからの批判
的な意見も多く，その是非について，様々に議論
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されているところである。しかしながら，本稿で
は，そのようなふるさと納税のあり方をめぐる議
論には踏み込まず，最新の公表データにもとづき
2015 年度改正後のふるさと納税の現状について
考察し，地方財政への影響等について検討した。
　本稿によるデータの検証を通じて，次のことが
明らかとなった。2015 年度における寄附金額と
控除額はそれぞれ 1,652 億円，599 億円となって
おり，2014 年度の約 4 倍に急増した。寄附金に
ついては，2014 年度と同様に市区町村全体の 1％
に相当する上位自治体に集中する傾向にあるが，
2014 年度は 31％であった全体に対する上位自治
体の寄附金額合計の割合が，2015 年度は 27％と
なっており，従来よりも寄附金が自治体間に広
がってきていることが確認できた。
　加えて，寄附金額の変動について，本稿の分析
により，131 の市区町村で寄附金額の増加が地方
税収の 10％を超えており，2014 年度と比較して
税の移転が進んでいることも明らかとなった。
　また控除額（市町村民税の税額控除分）に関し
ては，2015 年度においても大都市部での控除が
多く，特に東京都特別区での税収ロスが顕著に現
れ始めていることが分かった。ただし，控除額の
市町村民税収に対する割合は，東京都特別区にお
いても 1 〜 2.5％程度に収まっており，地方税の
減収分に対する地方交付税の交付を考慮すれば，
地方自治体全体としては，財政への影響は未だ限
定的であることが分かった。
　2015 年度改正の一つである「ワンストップ特
例制度」に関しては，控除額の 90％以上を「ワ
ンストップ特例制度」に係る控除である自治体も
みられることから，自治体によって，2015 年度
の寄附金額の急増に当該制度が大きく貢献してい
ることが推察できた。
　ふるさと納税は，批判的な意見がある中で，普
及と拡充に向けた取り組みがなされてきた。こう
した展開の背景には，税収ロスの懸念がある自治
体が大都市圏に限られており，加えて，それらの
自治体における損失規模も財政運営を脅かす程で
はないとする認識があったのではなかろうか。た
しかに，本稿の分析においても，2015 年度改正
後に寄附金額と控除額が急増しているが，税収ロ
スの規模は，財政運営にマイナスとして大きな影
響を与える程ではないことが示された。ただし，
財政運営へのプラスの影響として，9 つの自治体
で寄附金増加額が地方税収を上回っていることも
明らかとなっており，このことは，政策決定過程
における「高額納税者の意思」という問題を提起
する。
　ふるさと納税の動向として，2016 年度税制改
正では「企業版ふるさと納税」が創設された。個
人と企業では寄附金規模に大きな違いがあるため，
ふるさと納税を論ずるにあたっては，自治体財政
への影響に関する分析が，今後，より一層求めら
れよう。
【注】
1）	 加藤（2010）によれば，ふるさと納税は，2005 年の西川一
誠（福井県知事）による「故郷寄附金控除」の導入提案に
端を発する。
2）	 ふるさと納税研究会（2007）「ふるさと納税研究会報告書」
pp.	1-3.
3）	 自由民主党・公明党「平成 27 年度税制改正大綱」p.	6.
4）	 総務省（2016a）のアンケート調査における，ふるさと納税
の受入額が増加した主な理由に対する自治体の回答は次の
通り。「返礼品の充実」（1,017 団体），「ふるさと納税の普及，
定着」（999 団体），「2015 年度制度拡充」（791 団体），「収納
環境整備」（766 団体），「HP 等での広報の充実」（588 団体），
「使途，事業内容の充実」（122 団体），「震災・災害への支
援」（42 団体）。
5）	 個人住民税の課税対象期間は前年 1 月 1 日〜 12 月 31 日ま
でであるため，2016 年度課税における控除額は 2015 年 1
月 1 日〜 12 月 31 日が対象となっている。
6）	 星野（2016）p.	5.
7）	 控除額については，「ふるさと納税に関する現況調査」にお
ける「ふるさと納税に係る寄附金控除額（推計を含む）」の
「市町村民税」の金額。
8）	 橋本・鈴木（2016）pp.	29-30.
9）	 星野（2016）p.	5.
10）	都区財政調整を考慮し交付団体（区）の控除額は控除額×
0.25 として計算。
11）	「ワンストップ特例制度」の利用人数や適用による控除額は，
地方税法第 37 条の 2 第 1 項第 1 号又は第 314 条の 7 第 1 項
第 1 号に規定する寄附金に係るもののうち，ふるさとワン
ストップ特例制度適用分の数値。
12）総務省（2015），総務省（2016a）における調査結果（都道
府県。市町村の回答）
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